
 

 

ははじじめめにに  

前回の連載第３回では、外国人材と企業の

ミスマッチを解消するための採用時のポイン

トと外国人材の採用が企業に与える影響につ

いて述べた。第４回では、外国人材の入社後

のポイントと組織開発について述べる。中村

（2015）によれば、組織開発とは、「組織内

の当事者が自らの組織を効果的にしていく

（よくしていく）ことや、そのための支援」

である。また、組織のハードな側面として、

形があるものや明文化されたもののことで、

業務内容や給与、昇格の制度などを挙げ、ソ

フトな側面として、人に関する様々な要素で、

従業員の意識やモチベーション、コミュニケ

ーションの仕方、組織の文化、風土などを挙

げている。外国人材が挙げる課題の１つであ

る企業の労働文化を改善し、誰もが働きやす

い職場を作っていくにはこうした視点が欠か

せない。 

 

採採用用目目的的のの明明確確化化とと採採用用方方針針のの社社内内共共有有がが重重要要  

それでは、外国人材の入社後のミスマッチ

をいかに解消していけばよいか。外国人材の

入社後のポイントについてまとめた表から、

４つのポイントについて説明する（表１）。 

表１：外国人材の入社後のポイント 

１）キャリアパスを踏まえた配属・異動の 

説明と相談 

２）経営層のコミットや積極的なサポート 

３）アルムナイ制度で優秀な人材との 

ネットワークを構築 

４）メンタリングなどで相互学習の機会を 

提供 

出所：ヒアリング調査などから筆者作成 

 

キキャャリリアアパパススをを踏踏ままええたた配配属属・・異異動動のの説説明明とと

相相談談  

海外では終身雇用は一般的ではないため、

外国籍社員は入社後もその企業で働くこと自

体を中長期的なキャリア構築の一環として捉

える傾向にある。自身のキャリアイメージに

合っていれば同じ企業で働き続ける場合もあ

るが、将来の転職などを想定して自らの専門

性を高め、経験を積む機会として仕事を捉え
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○ 外国人材の活躍に向けた入社後のポイントは、１）キャリアパスを踏まえた配属・異

動の説明と相談、２）経営層のコミットや積極的なサポート、３）アルムナイ制度で

優秀な人材とのネットワークを構築、４）メンタリングなどで相互学習の機会を提

供、の 4 点である。 

○ １）では、外国籍社員が自律的なキャリアを求める前提に立ち、配属や異動の前に説

明や相談の機会を持ち、本人の合意を得ることが大事である。２）では、少数派であ

る外国籍社員に対し経営層がキャリアを含めたサポートを行うことでより彼らが働き

やすくなる。３）について、優秀な人材とは離職後もネットワークの構築が必要であ

る。４）では、先輩社員などが外国籍社員に対してメンタリングを行うことでお互い

に新たな気づきや学びを得ることができ、組織風土の改革につなげることも可能にな

る。 

連 載

－1－－1－



 

 

ることが多い。会社主導のキャリアではなく、

自分主導の自律的キャリアを求めるため、勤

務期間やキャリア構築の考え方において企業

側とのギャップがみられる。 

そのため、第１のポイントとして、配属や

人事異動を決定する前に、外国籍社員のキャ

リアに関する面談の機会を設けて十分に説明

や相談を行い、お互いの希望や意向をすり合

わせることが重要だ。海外では基本的にジョ

ブ型の雇用システムのため、人事部門が主導

する定期的な人事ローテーションはない。そ

のため、人事ローテーションの意図やその業

務によって本人がどういうスキルや経験を積

め、将来のキャリアにどうプラスになるのか

など、キャリアパスや育成計画を説明するこ

とが必要だ。外国籍社員の場合、自分の専門

や希望する業務と関係ない人事異動が行われ

ると、自分が希望する業務やキャリアでない

と判断し、退職する可能性が高いからである。 

例えば、北陸地方のＡ社では、入社時に丁

寧なすり合わせを行っているため入社後の人

事異動は多くないが、異動の際には本人の希

望を確認した上で行う形にしている。 

以下に、同社ヒアリング内容の一部を引用

する。 

 

「各々の社員の専門性が高いため、人事異

動は少なく、異動があったとしてもそれまで

の期間は長い傾向にある。例えば、中国出身

のМ氏は 2014 年の初期に入社した新卒の外

国人留学生であった。入社時にはサービス部

門（メンテナンス）だったが、その後、本人

の希望の確認をした上で設計の仕事に移り、

現在８年目となっている。入社時には、希望

の業務について面接時や面接後などに本人と

すりあわせをしているため、急に全く違う部

門に異動というケースはあまりない。人事異

動については、人事部門と部門や部門間での

意思疎通も行われているので、比較的スムー

ズである。入社後、異動したい場合は、別の

部署、人事部門、所属長と相談をして合意が

得られれば異動となる。」 

（九門大士（2023）「北陸地方で活躍する外国人材－本

社のグローバル化事例－」『アジア研究所所報』亜細亜

大学アジア研究所、第 190 号、pp.2-3 より引用） 

 

外資系企業でも異動がない訳ではないが、

通常異動する場合は本人希望や公募への応募

によることが一般的で、本人が納得している

ことが非常に重要だ。例えば、企業として外

国籍社員の今後の成長やキャリアに必要と考

えている場合は、その意向も含めて時間をか

けて説明してみると、将来のイメージが明確

になって承諾する場合もある。こうしたキャ

リアイメージの言語化や可視化をしていく必

要がある。日本企業でも、公募制度の拡充を

行っている企業もある。 

また、転勤がある企業は、外国籍社員側に

勤務地や居住地の希望がある場合が多いため、

本人の承諾なしに住居の移転を伴う異動を行

うのではなく、まずは説明や相談の機会を設

けると良い。将来的なキャリアパスについて

は、外国語を用いた専門職に特化させるだけ

ではなく、日本本社での管理職や役員などへ

の昇進の道も開くことがモチベーション維持

のためにも必要である。 

 

経経営営層層ののココミミッットトやや積積極極的的ななササポポーートト 

第２のポイントは、経営層が外国籍社員の

活躍にコミットし、彼らの入社後も積極的に

支援を行うことだ。外国籍社員は、配属され

た職場で唯一の日本人以外の社員であること

も多く、社内で意見を伝えたり相談したりす

ることが難しい場合もある。大企業の場合は

社員数や組織が大きいためこうした経営層に

よる働きかけは難しい面もあるが、中堅・中

小企業では実施している企業もある。 

例えば、北陸にある技術商社のＨ社では、

マレーシア出身の留学生であったＡ氏を採用

後、同社の取締役が上司および経営層の立場

から、情報共有を含めて様々なサポートを行

っている。 

以下に、同社ヒアリング内容の一部を引用

する。 

 

「同社のＳ取締役は、経営層としての立場
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から、同社の経営環境や経営方針などを情報

共有も含めてＡ氏に伝えてきた。『私は、そ

うしたことが自分の役割だと思っている。頻

繁に行っていることは、会社の期待とＡ氏の

求めるキャリア・仕事の期待についてよく話

し合うことである。』とＳ氏は述べる。これ

は会社と外国籍社員のキャリアのすり合わせ

を行うことにつながっている。また、日本人

社員に対しても現在はＳ氏自身が部署を超え

て社員とキャリアに関する話をしているが、

今後組織的にも広げていきたいとしている。」 

（九門大士（2023）「北陸地方で活躍する外国人材－本

社の組織活性化事例－」『アジア研究所所報』亜細亜大

学アジア研究所、第 191 号、p.3より引用）（引用中、個

人名は匿名に変更） 

 

こうした経営層による外国籍社員への情報

共有やキャリアに関する助言、話し合いの機

会の提供は、経営層が少数派である外国籍社

員について関心や理解を示してくれていると

いうメッセージになり、企業と従業員の間の

信頼関係であるエンゲージメントを高めるこ

とにつながる。また、同時に彼らがキャリア

を検討する上での納得感や業務への意欲向上

にもつながる。別の地方企業の事例では、採

用後に副社長が直接、外国籍社員にキャリア

の希望をヒアリングしていた。その後も、キ

ャリアの節目では副社長自らが外国籍社員の

話を聞くようにするなどの対応をしている。

まだ外国籍社員を採用した経験がない企業の

場合は、経営層がコミットして最初の１人を

採用し、その後も今回の事例のようにサポー

トしていくことが重要である。こうした取り

組みは後に述べる日本人社員を含めた社内活

性化や組織風土の改善にもつながっていく。 

 

アアルルムムナナイイ制制度度でで優優秀秀なな人人材材ととののネネッットトワワーークク

をを構構築築 

第３のポイントは、アルムナイ制度で優秀

な人材とのネットワークを構築することだ。

「アルムナイ」は、英語で同窓生を意味する

言葉だが、ビジネスでは定年退職以外で退職

した企業のＯＢやＯＧを指すことが多い。こ

うした退職者を再雇用することは欧米など海

外では一般的であり、日本でも近年「アルム

ナイ採用」や「カムバック採用」と呼ばれて

いる。そのメリットとしては、対象となる人

材がすでにその企業での勤務経験があるため、

採用や育成コストが抑えられるとともに、外

部で得た経験や知見を活かすことができると

いう点である。日本人社員に対しては最近注

目されてきているが、こうした緩やかなネッ

トワークを外国籍社員とも形成しておくこと

で、退職後もそのネットワークを通じて、再

雇用や優秀な人材の紹介などの機会が生まれ

る。母国に帰国している場合でも、海外展開

している企業であれば、現地法人への移籍、

海外市場に関する情報交換や仕事の受発注な

ども可能である。 

外国籍社員の定着に悩む企業は多く、定着

に向けた施策を講じることは重要だ。加えて、

仮に退職してしまっても、優秀な人材であれ

ば退職後も関係性を維持していくことが必要

である。優秀な人材ほど成長できる環境を求

めるため、成長が緩やかになってきた段階で

早期昇格や裁量権の拡大などを行うべきだが、

そのタイミングが合わずに退職するケースも

あるためだ。 

 

メメンンタタリリンンググななどどでで相相互互学学習習のの機機会会をを提提供供  

第４のポイントは、メンタリングのように

先輩社員からのサポートの機会を通じて相互

に学び成長するサイクルを作ることだ。こう

した組織開発の視点を取り入れることで、外

国籍社員のみならず日本人社員にもポジティ

ブな影響を与え、お互いに学びや気づきがあ

る職場に変化させていくことが可能になる。

また、外国籍社員にとって、日本で働くこと

は様々なストレスがかかるため、同僚や先輩

に話を聞いてもらえる環境を構築し、外国籍

社員同士のコミュニティを作ってサポートす

ることも安心感につながる。 

以下に、メンター制度を導入した事例とし

て、北陸地方Ｈ社ヒアリング内容の一部を引

用する。 
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「Ａ氏が入社したことで、彼女に関わる社

員の姿勢がより積極的に変わるなど、社内の

雰囲気はさらに良い方向に変わり、社内の活

性化につながっている。彼女の何事も吸収し

ようとする姿勢が日本人社員に刺激を与えて

いる。例えば、わからないことがあればスマ

ートフォンですぐに調べ積極的に質問するな

ど疑問点をそのままにしない姿勢などがある。 

同社ではＡ氏の入社に合わせてメンター制

度を導入した。メンター、メンティ、上司の

３者の関係から成っていて、上司との情報共

有をしながら、双方向で学びのある関係性作

りを意図している。 

日本人社員Ｔ氏は、『Ａ氏が入社した際に

メンター制度としてメンターになることで、

Ａ氏のフォローをするだけではなく、業務を

学ぶ姿勢や仕事に対する向き合い方などから

自分自身も学ぶことや気づきが多く、メンタ

ーとしての自分の成長にもつながった』と述

べている。Ｔ氏は、『Ａ氏は、わからないこ

とを聞いてくれるので、普段日本人社員が気

に留めていないようなことも彼女にはしっか

りと理解できるように伝えるようになった。

日本人が持つようなハイコンテクストな文脈

をローコンテキストとして言語化する必要性

にも気づかされた。日本人独特の言い回しや

文化、固定観念などがあることに改めて気づ

くなど、こうしたことが自分自身の気づきに

もつながっている。』」 

（九門大士（2023）「北陸地方で活躍する外国人材－本

社の組織活性化事例－」『アジア研究所所報』亜細亜大

学アジア研究所、第 191 号、p.2より引用）（引用中、個

人名は匿名に変更） 

この事例の特徴は、同社が社内の組織活性

化を目的として外国人材を採用し、実際に日

本人社員や職場に肯定的な影響がみられる点

にある。その背景には、同社の事業が多角化

しており、外国人材を含め様々な背景を持つ

人材を採用することで組織活性化を進めたい

という方針があった。このことは組織におい

て明確な意図をもってダイバーシティ、エク

イティ＆インクルージョン（ＤＥ＆Ｉ）を促

進することが、組織風土の改革や活性化に肯

定的な影響を与えることを示唆している。 

 

おおわわりりにに  

連載第２回で述べたように、高度外国人材

を活用する際の課題は、企業の採用時と入社

後に分けられる。こうした外国人材と企業の

ミスマッチの課題を解決するために、連載第

３回では採用時のポイントを６つ挙げ、第４

回では、入社後の４つのポイントを示した。

これら入社後のポイントの多くは冒頭に述べ

た組織開発と関わりが深いものである。高度

外国人材のさらなる活躍に向けて参考にして

いただきたい。 

 
注）企業情報についてはヒアリング時点のものである。 
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